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【論文要旨】
本稿の目的は，中央政府における「地方創生」の政策過程を通じて，2000年分権改革後の政府
間関係の一側面を描き出すことにある。そこで考察の対象としたのは，「まち・ひと・しごと創生
総合戦略」と「地方創生先行型交付金」の形成過程である。これらは，中央政府において「地方創
生」政策が具体化された最初のものであり，その後の政策展開に大きな影響を与えたものであっ
た。本稿では，「地方創生」が中央政府の政策課題として取り上げられ，それが具体化していく政
策過程を分析することで，どのような政府間関係が構造化されていったかを明らかにした。すなわ
ち，内閣府の強いイニシアティブによって政策過程の俎上に載った「地方創生」政策では，自治体
が自己決定・自己責任の下に取組みを推進し，中央政府はそれを支援するという政府間関係が構造
化された。しかし同時に，こうした政府間関係は，中央政府の責任転嫁・非難回避の上に成立する
ものであった。換言すれば，自治体への責任転嫁を前提とした政府間関係であって，潜在的に中央
政府と自治体との緊張・対立関係を内在していた。そして，こうした関係が，その後の政策実施過
程における政府間関係を規定していくことになったのである。
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はじめに
2018年度に入り，「まち・ひと・しごと創生」（以下，「地方創生」という。）は 4 年目を迎えた。
「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下，「国の総合戦略」という。）と「都道府県まち・ひと・
しごと創生総合戦略」，「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下，「地方版総合戦略」とい
う。）は，2015年度から2019年度にわたる五か年の戦略であるため，「地方創生」政策は，その基
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1 2018年 9 月15日現在，全都道府県で「地方版総合戦略」が策定されており，市区町村については東京都中央
区を除く全市区町村で策定がなされている。なお，中央区では人口の現状及び今後の人口展望を示す「中央
区人口ビジョン人口動向分析及び将来人口推計」のみ策定が行われている。
2 日本においては，「中央と地方が仕事の範域と種類と権限を異にこそすれ，相互に自律性を認め合う『政府』
と『政府』の関係であることを含意している」という指摘があるように（大森 198337），自治体を「地方
政府」として位置づけようとする規範的な意味も含意されている。
本目標の実現に向けて後半戦に突入したことになる。今日，ほとんどの自治体では地方人口ビジョ
ン及び地方版総合戦略の策定がなされており1，「地方創生」へ向けた具体的な事業が進められてい
る。一方，中央政府は，自治体が地方版総合戦略に基づく施策・事業を安定的・継続的に推進でき
るよう，◯情報支援，◯人材支援，◯財政支援という三本の矢で支援を行っており（末宗 2016
161），「地方創生」政策をめぐる中央政府と自治体の関係は複雑な様相を呈してきている。
ところで，こうした中央政府と自治体の複雑な関係を，今日では「政府間関係（intergover-
nmental relations）」という概念でとらえようとすることが一般的になってきている。政府間関係
とは，D.S. ライト（Wright, Deil.S）によれば，「すべてのレベルのあらゆる政府機関間の活動と
相互作用」と定義されており（Wright 198812），同様に R.A.W. ロウズ（Rhodes, R.A.W.）も，
「すべてのタイプ，階層の政府間の相互作用」と整理している（Rhodes 19977）。現代社会では，
日常のさまざまな行政活動を通じて，中央政府・都道府県・市町村は多様な政策ネットワークを形
成している。そこでは，ある政策の形成・実施・評価といった過程で，政府間での調整や交渉とい
った相互作用が営まれている。もちろん，政府間の相互作用は既存の法制度の中で機能しており，
政府間関係という概念は，構造的な視点を踏まえた，現代社会における政府間の複雑な相互作用を
動態的に把握しようとする枠組みであると言える2。
そこで本稿では，中央政府における「地方創生」の政策過程に焦点を当てて，2000年分権改革
後の日本の政府間関係について考察を行う。主に取り上げるのは，「国の総合戦略」と「地方創生
先行型交付金」の形成過程である。これらは，中央政府において「地方創生」政策が具体化された
最初のものであり，その後の政策展開に大きな影響を与えたものであった。国の総合戦略と地方創
生先行型交付金の形成過程に焦点を当てるのは，それが中央政府と，地方六団体や自治体首長など
の地方の意見・利益を代表するアクターが，「地方創生」政策の具体化に向けて相互作用を営む過
程であると考えたためである。「地方創生」が中央政府の政策課題として取り上げられ，その具体
策として，国の総合戦略と地方創生先行型交付金が形成される過程に焦点を当てることで，どのよ
うな政府間関係が構造化され，その後の政策過程を規定していったかを明らかにしていきたい。
そもそも，政府間関係のあり様は，政策領域ごとに異なるとともに（Wright 198883
Rhodes 19977），政策過程の局面によっても変化し得る。本稿では，主に国の総合戦略と地方創
生先行型交付金の形成過程に焦点を当てるが，この過程は言うなれば，「さまざまな取引や妥協を
経て，関係アクターの権限関係が政策内容に構造化される過程」でもある（小池 1990128）。つ
まり，政策形成過程における関係アクターの取引や交渉によって，「地方創生」政策における政府
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3 2014年7月18日閣議及び閣僚懇談会議事録の p.3 を参照。
4 第 1 回「選択する未来」委員会における三村会長の発言による。同議事要旨の p.4 を参照。
間関係が構造化され，その後の政策実施過程を規定していくのである。
. 政策課題としての「地方創生」の登場
（）「選択する未来」委員会による中間整理
安倍晋三首相が，中央政府として「地方創生」に取り組むと正式に表明したのは，2014年 7 月
18日の閣僚懇談会においてであった3。後に触れるように，中央政府の掲げる「地方創生」政策は，
◯地方にしごとをつくり，安心して働けるようにする，◯地方への新しいひとの流れをつくる，◯
若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる，◯時代に合った地域をつくり，安心なくらしを
守るとともに，地域と地域を連携するという四つを基本目標とするものである（まち・ひと・しご
と創生本部 2014c1113）。しかしながら，これらは地域振興，地域活性化，東京一極集中の是
正，少子化対策，過疎化対策といった形で，これまでも中央政府・自治体において取組みがなされ
てきたものばかりである。したがって，「地方創生」政策の目標自体には，特に目新しいものは感
じられないであろう。にもかかわらず，従来からの政策が，今日あらためて「地方創生」という形
で取り上げられ，中央政府・自治体に要請されるようになったのはなぜであろうか。本稿の関心
は，中央政府における「地方創生」の政策過程を通じて，2000年分権改革後の日本の政府間関係
の一側面を描き出すことにある。「地方創生」という新たな政策領域の誕生は，それまでの政府間
関係に変容をもたらすとともに，新たな関係が構造化されていくことを意味する。つまり，「地方
創生」が中央政府の政策過程の俎上に載り，政策が形成されていく過程を考察することによって，
どのような政府間関係が構造化されていったかを明らかにすることができるのである。そこで，ま
ず本章では地域活性化や東京一極集中の是正，少子化対策といった政策が，「地方創生」という形
で中央政府の政策課題として取り上げられる過程を考察していくことにしたい。
2012年12月以降，安倍内閣は長引くデフレ経済を克服するため，◯日本銀行による大規模な金
融緩和，◯公共事業を拡大する財政出動，◯規制緩和などを通じた成長戦略という「3 本の矢」に
よる経済政策，いわゆるアベノミクスを推進していた。その上で，内閣府に設置されている経済財
政諮問会議（2014年 1 月20日開催）において，アベノミクスを中長期的な発展につなげていくた
めに，専門調査会として「『選択する未来』委員会」（会長三村明夫（新日鐵住金株式会社相談役
名誉会長・日本商工会議所会頭））が設置されることとなった。「選択する未来」委員会の使命は，
「50年後のことを主に経済的な側面で考えて，そこに至る道程をつくって，今から20年までにどう
いう政策をとったらいいのか」を検討することであった4。また，この委員会の下には，検討課題
を深掘りして議論するため三つのワーキング・グループが設置された。すなわち，今後の構造変化
を見据えた日本経済の発展メカニズムについて検討する「成長・発展ワーキング・グループ」（主
査岩田一政（公益社団法人日本経済研究センター理事長・元日本銀行副総裁）），健康長寿を実現
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5 平成26年第 7 回経済財政諮問会議における三村会長の発言による。同議事要旨の p.9 を参照。
6 少子高齢化により生産年齢人口が相対的に減少していく人口構造の変化が，経済成長等に重荷となっている
状態のことをいう。
7 50年後に 1 億人程度の人口規模を目標とする考えは，第7回「選択する未来」委員会（5月13日開催）におい
て初めて提示されたものである。平成26年第7回経済財政諮問会議における羽深成樹内閣政策統括官の発言に
よる。同議事要旨のp.17を参照。
8 平成26年第 7 回経済財政諮問会議おける甘利明内閣府特命担当大臣（経済財政政策）兼経済再生担当大臣の
発言による。同議事要旨の p.12を参照。
し，男女ともに生涯にわたって能力を発揮できる環境づくりについて検討する「人の活躍ワーキン
グ・グループ」（主査吉川洋（東京大学大学院経済学研究科教授）），人と活動の集積の効果の発
揮とその個性を活かした地域づくりについて検討する「地域の未来ワーキング・グループ」（主査
増田寛也（東京大学公共政策大学院客員教授・前岩手県知事））である。
この委員会は，ワーキング・グループも含めた計16回の議論を経て，5 月15日に「未来への選
択人口急減・超高齢社会を超えて，日本発成長・発展モデルを構築」を中間整理として第 7 回
経済財政諮問会議に報告した。その報告の主たるメッセージは，「一つ目は，『現状のまま何もしな
い場合には，極めて困難な未来が待ち受けている』という危機意識を，政府，地方自治体，国民等
の各層で共有してほしいこと。二つ目は，しかし，『制度，政策，人々の意識が速やかに変わるな
らば，未来は変えることができる，すなわち我々は，危機感を持って，しかるべき決断をし，直ち
に実行に移せば，明るい未来を描くことができる』」というものであった5。具体的には，日本の経
済社会が現状のまま推移した場合，◯マイナス成長，◯人口オーナス6 と縮小スパイラル，◯格差
の固定化・再生産，◯ 4 分の 1 以上の自治体が消滅可能性，東京の超高齢化，◯財政破綻リス
ク，国際的地位の低下といった，厳しく困難な未来が待ち受けているというものである（経済財政
諮問会議専門調査会「選択する未来」委員会 201423）。その上で，具体的な改革・変革の視点
として，◯危機意識を共有し，50年後に 1 億人程度の安定した人口構造を保持することを目指す7，
◯経済を世界に開き，「創意工夫による新たな価値の創造」により，成長し続ける，◯年齢，性別
に関わらず意欲，個性や能力に応じて活躍できる制度，仕組みを構築する，◯個性を活かした地域
戦略と「集約・活性化」を進め，働く場所をつくる，◯基盤的な制度，文化，公共心など社会を支
えている土台を大切にする，ということが提案されている（経済財政諮問会議専門調査会「選択す
る未来」委員会 201445）。そして，第 7 回経済財政諮問会議では，この中間整理の方向性を
「経済財政運営と改革の基本方針2014」（いわゆる骨太の方針）に盛り込んでいくことが確認され
た8。
（）日本創成会議・人口減少問題検討分科会による消滅可能性都市の公表
また，「選択する未来」委員会の中間整理と前後して，2014年 5 月 8 日，同委員会の「地域の未
来ワーキング・グループ」の主査でもあった増田を座長とする日本創成会議・人口減少問題検討分
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9 増田が2013年12月に中央公論に発表した「戦慄のシミュレーション 2040年，地方消滅。『極点社会』が到
来する」と2014年 5 月に発表した「ストップ少子化・地方元気戦略」をまとめて，「増田レポート」と呼ぶ
のが一般的である。
10 同レポートにおいては，人口の「再生産力」を表す指標として20～40歳の女性人口を「若年女性人口」と定
義している。日本創成会議・人口減少問題検討分科会（2014）p.14参照。
11 国立社会保障・人口問題研究所（以下，社人研という。）が公表している「日本の地域別将来推計人口（平
成25年 3 月推計）」は，人口移動率が将来的には一定程度収束することを前提としているが，日本創成会議
・人口減少問題検討分科会の推計では地域間の人口移動が将来も収束しないという仮定を置いている。社人
研の推計を前提とした場合，若年女性人口が2010年から2040年にかけて半分以下になる自治体は，全体の
20.7になる。日本創成会議・人口減少問題検討分科会（2014）p.14を参照。
12 平成26年第 8 回経済財政諮問会議（第 5 回経済財政諮問会議・産業競争力会議合同会議）における増田議員
の発言による。同議事要旨の p.10を参照。
科会が，「ストップ少子化・地方元気戦略」，いわゆる「増田レポート9」を公表した。日本創成会
議は，公益財団法人日本生産性本部が創設した民間の研究会であり，そこに設置された人口減少問
題検討分科会は，長期の人口動態を見据えた国のあり方，国家戦略を検討することを目的としたも
のである。そのメンバーは学識者や企業経営者のほか，内閣官房参与（通産省 OB），前内閣官房
参与（財務省 OB），総務省 OB など11名で構成されており，民間の研究会でありながら中央政府
との強いつながりが感じられる構成となっている。
さて，「増田レポート」では，若年女性人口10が2040年に 5 割以上減少する市町村は896（全体の
49.8）に達するとされ11（日本創成会議・人口減少問題検討分科会 201414），具体的な消滅可
能性都市のリストが公表された。そうした地方における人口減少の最大の原因は，地方から大都市
への若者の流出であり，一方の人口過密の大都市は，住居や子育て環境等から出生率が低いという
ことが問題とされている。そして，こうした問題に対応するため，内閣に「総合戦略本部」を設置
し，将来の人口減少を踏まえた「長期ビジョン」と「総合戦略」を策定するとともに，地域におい
ても「地域戦略協議会」を設置し，「地域版長期ビジョン」と「総合戦略」を策定することが重要
であるとしている（日本創成会議・人口減少問題検討分科会 20143）。
こうした日本創成会議・人口減少問題検討分科会の構想は，5 月15日の第 8 回経済財政諮問会議
（第 5 回経済財政諮問会議・産業競争力会議合同会議）でも確認できる。この会議において産業競
争力会議議員でもあった増田は，「各省を含めた，大きな総合戦略を国として是非お作りいただき
たい。（中略）国は国で大きな総合戦略本部というものをつくり，地域はおそらくブロック単位に
なるのだと思うが，そこで徹底的に将来ビジョンをきちんと作らせた上で，それを具体的に進めて
いく。こういうことが大事である」との発言を行っている12。
（）「経済財政運営と改革の基本方針」を契機とした「地方創生」
「選択する未来」委員会の中間整理や，日本創成会議・人口減少問題検討分科会の「増田レポー
ト」における議論を踏まえて，「経済財政運営と改革の基本方針2014（仮称）（素案）」が提示され
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13 2014年 6 月15日朝日新聞 4 面を参照。
14 2014年 7 月18日閣議及び閣僚懇談会議事録の p.3 を参照。
15 現職の自治体首長では，「地域の未来ワーキング・グループ」のメンバーであった須田善明（宮城県女川町
長）のみである。全国知事会が「少子化非常事態宣言」を採択し，少子化対策を「国家的課題」と位置づけ
て抜本強化の必要性を提起したのは，7 月15日になってからである。
たのが，2014年 6 月13日の第11回経済財政諮問会議である。素案では，「選択する未来」委員会の
中間整理で示された具体的な改革・変革の五つの視点が明記された。また，「地域の活力を維持し，
東京への一極集中傾向に歯止めをかけるとともに，少子化と人口減少を克服することを目指した総
合的な政策の推進が重要であり，このための司令塔となる本部を設置」するという日本創成会議・
人口減少問題検討分科会の構想も取り入れられている（経済財政諮問会議 20146）。そして，こ
れらの規定は 6 月24日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2014」にもそのまま反
映され，「地方創生」が正式に中央政府の政策課題となったのである。
第11回経済財政諮問会議の翌日，6 月14日には，安倍首相が自らをトップに省庁横断で地域おこ
しに取り組む「地方創生本部」を設置する方針を視察先の鳥取県境港市で表明した13。その後，7
月18日に開催された閣僚懇談会において，安倍首相から「この課題に政府一丸となって本腰を入
れて取り組むため，その司令塔として『まち・ひと・しごと創生本部』を立ち上げることとし，
（中略）この本部は，私が本部長となり，全閣僚に参加してもらうことにより，各省の縦割りを排
除し，地方創生のための各省の企画立案機能を集中させる」という発言があり14，同月25日には，
内閣官房に「まち・ひと・しごと創生本部設立準備室」（以下，「創生本部設立準備室」という。）
が立ち上げられた。なお，創生本部設立準備室は，内閣官房副長官補（大蔵省出身）を室長とし，
室長代理には厚生，郵政，建設各省の出身者が就き，次長（8 名）には建設（2 名），経企，自治，
大蔵，厚生，農水，通産各省庁が就き，参事官は総務，大蔵，厚生，自治，文部等各省庁の出身者
で構成されていた（村上 201811）。
以上のような経過を経て，地域活性化や東京一極集中の是正，少子化対策といった政策が，あら
ためて「地方創生」という形で中央政府の政策過程の俎上に載ることとなったのである。それが最
初に表明されたのは，安倍首相による 6 月14日の「地方創生本部」設立の発言であったが，そこ
に至るまでの過程は，内閣府に設置されている経済財政諮問会議とその専門調査会である「選択す
る未来」委員会，日本創成会議・人口減少問題検討分科会といった非常に狭い範囲の限定的なアク
ターによって担われたものであった。言い換えるならば，「地方創生」が中央政府の政策課題とし
て取り上げられる過程では，地方六団体や自治体首長といった地方の意見や利益を代表するアク
ターの参加はほとんど見られなかった15。もちろん，既に指摘したように地域活性化や東京一極集
中の是正，少子化対策といった政策は，これまでも中央政府・自治体において取り組まれてきたも
のであり，その充実・強化の必要性は多くの自治体関係者が主張してきたものである。しかしなが
ら，少なくとも「地方創生」政策の直接の契機となった「経済財政運営と改革の基本方針2014」
―  ―
16 内閣改造に先立って，8 月26日及び27日には，「まち・ひと・しごと創生に関する有識者懇談会」が開催さ
れている。ここでは，都道府県・市町村の首長や企業経営者，有識者等の計13名からヒアリング・意見交換
が行われた。
17 議長は内閣総理大臣，副議長は地方創生担当大臣と内閣官房長官であり，議員として経済財政担当，少子化
担当，復興，総務，財務，文部科学，厚生労働，農林水産，経済産業，国土交通の各大臣と民間有識者で構
成される。
18 これに伴い，内閣官房に設置されていた「まち・ひと・しごと創生本部設立準備室」は，「まち・ひと・し
ごと創生本部事務局」（以下，「創生本部事務局」という。）へ移行した。
19 第 1 回創生本部会合に先立つ 9 月 9 日には，安倍首相から石破地方創生担当大臣に対し，「地方創生」の推
進に当たって，◯人口減少克服，地方創生（東京一極集中是正）への取組み，◯従来の政策の検証・総括等
を踏まえた短期的・中長期的政策目標の設定，◯縦割りの排除，バラマキ型の対応を行わないこと，◯人口
は，「選択する未来」委員会と日本創成会議・人口減少問題検討分科会の議論を踏まえて，経済財
政諮問会議で最終化されたものであった。したがって，「地方創生」政策は，人口減少や高齢化に
苦心する自治体の悲痛な声が，ボトム・アップで中央政府の政策課題として押し上げられたもので
はなく，当初から中央政府，とりわけ内閣府の強いイニシアティブの下にある政策であったと言う
ことができよう。とはいえ，この過程では，中央政府が「地方創生」政策に取り組むことを表明し
たのみであり，その具体的な政策内容は未だ曖昧なままであった。その意味では，中央政府と自治
体の具体的な関係が構造化されていくのは，その後の過程を待たなければならない。
. ｢国の総合戦略」の形成過程と政府間関係
（）「地方創生」政策の一元的推進体制の構築
前章では，「地方創生」が中央政府の政策課題として取り上げられる契機となったのは，「経済財
政運営と改革の基本方針2014」であり，当初から内閣府の強いイニシアティブによって政策過程
の俎上に載った点を確認した。しかし，この時点では「地方創生」の政策内容について未だ曖昧な
部分も多く，これまでの中央政府と自治体の関係が変容し，新たに構造化されるまでには至らなか
ったのである。実際，政府間関係が構造化されていくのは，「地方創生」政策が具体化していく政
策形成過程においてであった。そこで本章では，国の総合戦略の形成過程を考察し，「地方創生」
政策の中に，どのような政府間関係が構造化されていったのかを分析していくことにしたい。
2014年 9 月 3 日，第二次安倍内閣が発足し16，地方創生担当大臣のポストが新設されて，石破茂
衆議院議員が就任することとなった。また，同日の閣議決定により，内閣に「まち・ひと・しごと
創生本部」（以下，「創生本部」という。）が設置された。創生本部は，内閣総理大臣を本部長，地
方創生担当大臣と内閣官房長官を副本部長，他の全ての国務大臣を本部員としている。また，本部
長決定により，創生本部の下に重要事項の調査審議を行うための「まち・ひと・しごと創生会議17」
（以下，「創生会議」という。）が設置され，創生本部を中心として「地方創生」政策を推進する体
制が整備されることとなった18。
第 1 回創生本部会合が開催されたのは，創生本部が設置された 9 日後の 9 月12日である19。ここ
―  ―
減少克服と地域経済成長に資する制度改革について検討・実行，◯地方の熱意や創意・自主性を基本，地域
の個性を尊重すること，◯国と地方の協議や地方自治体間での広域的連携体制の構築と民間の創意工夫を後
押し，◯現場に出向き，成功に至らなかった事例も含めて得られた知見を今後に活かすこと，という7項目
の指示が行われている（中西 20156）。
20 第 1 回創生本部会合における石破地方創生担当大臣の発言による。同議事録の p.1 を参照。
21 第 1 回創生本部会合における安倍首相の発言による。同議事録の p.6 を参照。
22 第 1 回創生本部会合における安倍首相の発言による。同議事録の p.6 を参照。
23 第 1 回創生本部会合議事録の p.2 を参照。
では，創生本部において50年後に 1 億人程度の人口を維持するための「長期ビジョン」と，人口
減少克服・地方創生の観点から制度・政策を総点検し，改革を実行するための五か年計画である
「国の総合戦略」を年内に取りまとめることが示された。また，臨時国会に地方創生の基本理念等
を定める「まち・ひと・しごと創生法案」や地方創生関連法案を提出し，地域活性化関連施策のワ
ンストップ化を実現することが確認されるとともに20，石破地方創生担当大臣から創生本部の今後
の取組みにおける基本方針が提案された。その内容は，人口減少を克服し地方が成長する活力を取
り戻すため，従来の取組みの延長線上にはない次元の異なる大胆な政策を，中長期的な観点から確
かな結果が出るまで実行していくことを基本目標とするものである。そして，基本目標を達成する
ため，◯若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現，◯「東京一極集中」の歯止め，◯地域の特
性に即した地域課題の解決，という三つの基本的視点が示されるとともに，改革実行に当たっての
検討事項として，◯地方への新しいひとの流れをつくる，◯地方にしごとをつくり，安心して働け
るようにする，◯若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる，◯時代に合った地域をつく
り，安心なくらしを守る，◯地域と地域を連携する，が提示された。加えて，こうした取組みを進
める上での 5 つの基本姿勢が示され，「各府省の縦割りやバラマキ型の対応を断固排除」し21，「政
策の企画立案・実行に当たっては，地方創生担当大臣において調整し，一元的・効果的・効率的に
政策を実施する」（まち・ひと・しごと創生本部 2014a2）こと，「地域の個性を尊重し，全国，
同じ枠にはめるような手法をとらないこと」が強調された22。なお，この基本方針は，第 1 回創生
本部会合において全会一致で決定されている23。こうして，安倍首相と石破地方創生担当大臣の
リーダーシップの下，「地方創生」政策を地方創生担当大臣及び創生本部事務局（内閣官房）で一
元的に推進していく体制が構築されたのである。
（）「地方創生」政策に対する地方六団体の反応
こうした中央政府における「地方創生」政策の動向に対して，地方側の反応は非常に迅速であっ
た。内閣改造以前の2014年 8 月27日，自民党総務部会において地方六団体から2015年度の予算要
求に向けて，次のような要望がなされている。すなわち，地方意見の反映と情報提供，法令・制度
等の見直しとして，◯長期ビジョンや総合戦略の策定に当たっては，地方との意見交換を密にし，
それらに反映すること。また，人口動向や将来推計等について積極的に地方に情報提供すること，
―  ―
24 全国町村議会議長会 HP（https://www.nactva.gr.jp/php/topics/detail/240）を参照（2018年 9 月20日最終
アクセス）
25 第 1 回創生会議議事要旨の p.2 を参照。
◯農地転用許可をはじめ，地方が創意工夫により施策を推進する上で支障となる法令や制度等につ
いて，地方の意見を踏まえて柔軟に見直すこと，等である（地方六団体 2016a）。
また，内閣改造後の 9 月 8 日には，森民夫全国市長会会長（長岡市長）が高市早苗総務大臣と
石破地方創生担当大臣に面会し意見交換を行った。さらに 9 月 9 日及び10日には藤原忠彦全国町
村会会長（長野県川上村長）が高市総務大臣，石破地方創生担当大臣，自民党の谷垣禎一幹事長，
茂木敏充選挙対策委員長を訪問し，都市と農山漁村が交流し共生する社会を目指した「地方創生」
政策の推進について要請を行っている。
9 月24日には第 1 回地方創生担当大臣と地方六団体の意見交換会が開催された。地方六団体から
は，山田啓二（全国知事会会長・京都府知事），林正夫（全国都道府県議会議長会会長・広島県議
会議長），森民夫（全国市長会会長・長岡市長），佐藤祐文（全国市議会議長会会長・横浜市議会議
長），藤原忠彦（全国町村会会長・長野県川上村長），蓬清二（全国町村議会議長会会長・香川県直
島町議会議長）の 6 名が出席し，石破地方創生担当大臣との意見交換が行われた。そこでは，地
方六団体を代表して山田全国知事会会長から，「地方創生」に対する期待の大きさが伝えられると
ともに，都道府県や市町村だけでは解決できない構造的な問題について取り組んで欲しい旨が要望
されている24。また，同日，地方六団体は菅義偉内閣官房長官，総務省政務三役（高市総務大臣，
二之湯智副大臣，あかま二郎政務官）とも面談し，「地方創生」の推進に向けての要請書を手交し
ているが，その内容は，8 月27日に自民党総務部会での要望とほぼ同様のものであった（地方六団
体 2016b）。
地方六団体は，1990年代に地方分権改革などで重要な役割を果たしたとされるが（木寺 2007），
「地方創生」政策をめぐっては，内閣に創生本部が設置される前後まで，主に総務大臣及び地方創
生担当大臣との直接的な意見交換・要望が行われていた。そこでは，「国と地方の連携・協力なく
して人口減少社会の諸問題の克服は実現できない」（地方六団体 2016b）と中央政府における「地
方創生」政策の取組みの重要性・必要性を認めるとともに，各府省の縦割りではなく，地方の責任
の下で，自主性・自立性が発揮できる仕組みが不可欠であるということが強調されていた。
（）「基本政策検討チーム」による国の総合戦略の検討
一方，中央政府では，第 1 回創生本部会合での基本方針決定を受けて，2014年 9 月19日に第 1
回創生会議が開催された。ここでは，石破地方創生担当大臣から「国が一律の政策を押しつけるつ
もりは毛頭ございません。地方自身にやる気やアイデアを出していただき，国はさまざまな形でそ
れを支援する」という発言がなされている25。この発言に示されているように，自治体の自主的な
取組みや政策アイディアの尊重・支援が，「地方創生」政策に対する中央政府の基本的な考え方で
―  ―
26 第187回国会衆議院地方創生に関する特別委員会会議録第 6 号の p.4 を参照。
27 ここでは，22名の都道府県・市町村の首長，省庁では内閣府，文部科学省，厚生労働省，国土交通省，総務
省，経済産業省，農林水産省，環境省，防衛省，外務省，消費者庁，有識者からヒアリング・意見交換が行
われた。また，同月 2 日・8 日・15日には「石破地方創生担当大臣と現場で活躍する有識者との懇談会」が
計 3 回開催され，起業経営者，NPO 法人運営者，学識者等の計10名からヒアリング・意見交換が行われて
いる。
28 第 2 回創生本部会合における石破地方創生担当大臣の発言による。同議事録の p.1 を参照。
29 第 2 回創生会議における平将明地方創生担当副大臣の発言による。同議事要旨の p.1 を参照。
あったことが読みとれる。
その後，9 月29日に召集された第187回国会（臨時国会）においては，「まち・ひと・しごと創生
法案」（閣法第 1 号）と「地域再生法の一部を改正する法律案」（閣法第 2 号）が地方創生関連法
案として提出された。まち・ひと・しごと創生法案は，山幸宣が指摘するように「唯一具体的な
のは，創生総合戦略をつくる，国がまず総合戦略をつくる，これを勘案して都道府県でもつくった
らどうだい，つくる努力をしてもらいたい，市町村は国の総合戦略と都道府県の総合戦略を勘案し
て市町村ごとにつくってもらいたい，努力してもらいたい」というものであり26，「地方創生」に
むけた具体的な政策や指標は，国の総合戦略に定められることになっている。
国の総合戦略の策定にあたっては，石破地方創生担当大臣のもとに「基本政策検討チーム」が立
ち上げられ，10月 2 日から同月10日にかけて，計 7 回にわたって自治体首長や関係省庁，創生会
議有識者等からヒアリング・意見交換が行われている27。10月10日に開催された第 2 回創生本部会
合では，第 1 回創生本部会合で決定された基本方針を受けて，長期ビジョンと国の総合戦略の論
点が提示されている。その上で各大臣には，各府省の取組みを検証・検討し，年内の長期ビジョン
及び国の総合戦略の取りまとめに尽力してほしい旨が伝えられた28。
10月31日に開催された第 2 回創生会議では，基本政策検討チームによる「基本政策検討チーム
報告書（案）」が示された。これは，「総合戦略策定に向けた中間的な検討状況の報告という位置づ
け」であり29，国の総合戦略の骨子につながるものであった。報告書は，大きく三つの章から構成
されている。第 1 章は「基本的な考え方」として，「『人口減少が地域経済の縮小を呼び，地域経
済の縮小が人口減少を加速させる』（中略），このまま地方が弱体化するならば，地方からの人材流
入が続いてきた大都市もいずれ競争力を弱める」という認識のもと（基本政策検討チーム 2014
1），◯東京一極集中に歯止めをかける，◯若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する，◯
地域の特性に即して地域課題を解決する，ということが示されている。その上で，「まち・ひと・
しごとの創生と好循環の確立」として，◯しごとの創生，◯ひとの創生，◯まちの創生，という三
つの柱が掲げられ，各政策がバラバラになることなく一体的に取り組むことで，「しごと」「ひと」
「まち」の間における自立的かつ持続的な好循環の確立につなげなければならないとしている（基
本政策検討チーム 201423）。第 2 章は「政策の企画・実行に当たっての基本方針」として，ま
ち・ひと・しごとの創生に向けた政策 5 原則が提示されている。すなわち，◯自立性，◯将来性，
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30 KPI は，Key Performance Indicator の略である。
31 国と地方の協議の場（平成26年度第 2 回）議事録の p.4 を参照。こうした中央政府と自治体の役割分担の明
確化については，第 2 回創生会議においても，伊東香織岡山県倉敷市長から指摘がなされている。同議事要
旨の pp.78 を参照。
◯地域性，◯直接性，◯結果重視，というものである。また，各自治体は各地域経済，社会の実態
に関する分析をしっかりと行い，中期的な視点で改善を行っていくための PDCA の枠組みを確立
することが不可欠としている（基本政策検討チーム 201446）。第 3 章は，「今後の施策の方向」
として，各府省の縦割りではなく，各施策の総合的・有機的な政策パッケージに取り組みつつ，時
間軸を考慮して優先度に応じて戦略を実行していくことが重要であるとしている（基本政策検討
チーム 20147）。
ここにおいて自治体には，◯客観的データに基づき実状分析や将来予測を行い，◯「地方人口ビ
ジョン」と「地方版総合戦略」を策定し，◯地方版総合戦略の進捗を，アウトカム指標を原則とし
た客観的指標（KPI30）で検証し・改善する仕組み（PDCA サイクル）を確立することが求められ
ることとなった（基本政策検討チーム 201456）。
（）国の総合戦略の閣議決定
創生本部会合や創生会議において国の総合戦略が具体化していくのと並行して，全国知事会は
2014年10月16日に「地方創生のための提言地方を変える・日本が変わる」，11月 5 日には「地方
創生のための提言地方を変える・日本が変わる【各論編】」を発表している。全国市長会は，「平
成27年度 国の施策及び予算に関する提言（平成26年11月13日）」の中で，「地方創生の実現に向
けた財源の充実に関する提言」を要請している。全国町村会についても，10月14日に西川公也農
林水産大臣を訪問し，都市・農村共生社会の創造を提案するなど，「地方創生」政策に対する提言
・要望活動が活発化した。
10月21日に開催された国と地方の協議の場（平成26年度第 2 回）においても，地方六団体から
は「地方創生の推進に向けて」として，◯少子化対策の抜本的な強化等，◯東京圏への一極集中を
是正し，地方の活力を取り戻す仕組みづくり，◯地域経済の活性化，◯安心・安全な暮らしを守る
基盤づくり，◯地方意見の反映と情報提供，◯たゆみなき地方分権の実現と大胆な法令・制度等の
見直し，◯地方が自立して地方創生・人口減少対策を実現できる財源の確保，について要望を行っ
ている（地方六団体 2014c）。この場では，山田全国知事会会長より「地方創生を進めていく上で，
私どもの自立性・自主性を尊重していただけることは大変嬉しく思っております」と中央政府の
「地方創生」政策を評価するとともに，「構造的な問題に対し国として解決をお願いすること，地方
が自立的に頑張ること，この組み合わせの上に初めて地方創生は達成できる」と中央政府と自治体
の役割分担の必要性が指摘されている31。
国の総合戦略の骨子（案）が示されたのは，11月 6 日に開催された第 3 回創生会議においてで
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32 第 3 回創生会議議事要旨の pp.67 を参照。
33 例えば，2014年12月27日「都道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略及び市町村まち・ひと・しごと創生総
合戦略の策定について（通知）」（閣副979号）では，「地方版総合戦略は，各地方公共団体自らが，客観的な
分析に基づいてその課題を把握し，地域ごとの『処方箋』を示すものである。したがって，地方版総合戦略
は，各地方公共団体が自主性・主体性を発揮し，地域の実情に沿った地域性のあるものとすることが重要で
ある」と述べられている。
34 なお，第 3 回創生本部会合は，12月19日に総理を含む全閣僚の持ち回りで開催されている。ここでは，まち
・ひと・しごと創生法が施行し，創生本部が法定になったことに伴って，「まち・ひと・しごと創生本部の
運営」等があらためて定められた。
35 その後の2015年 1 月20日には，「地方創生」の事務内容が内閣官房では担いきれなくなったことを受けて，
内閣府に地方創生推進室が設置され，中央政府が直接実施する事務や自治体に対する具体的な支援などにつ
いての執行体制が整備されている。
ある。ここで示された国の総合戦略の骨子（案）の内容は，第 2 回創生会議で示された「基本政
策検討チーム報告書（案）」とほぼ同様のものであった。ここにおいても，伊東倉敷市長より「国
が行うことと地方が行うことと，どちらとも両方にかかるものがありますので，どれをどちらが行
うかを明確にしていくことが，国・地方にとっても非常に大切」と発言し32，国の総合戦略におけ
る中央政府と自治体の役割分担の明確化を求めている。なお，11月12日には第 2 回地方創生担当
大臣と地方六団体の意見交換会も行われた。
一方，国会で審議されていた「まち・ひと・しごと創生法案」及び「地域再生法の一部を改正す
る法律案」は，衆議院・参議院にそれぞれ新たに設置された「地方創生に関する特別委員会」で審
査が行われ，衆議院解散当日の11月21日に成立した。まち・ひと・しごと創生法の要点は，◯中
央政府は国の総合戦略を策定し，閣議決定をすること（まち・ひと・しごと創生法第 8 条），◯都
道府県及び市町村は国の総合戦略を勘案してそれぞれ地方版総合戦略の策定に努めなければならな
いという点である（同法第 9 条及び第10条）。これは，中央政府による画一的手法や府省ごとの縦
割り的な政策ではなく，自治体が各地域の実態にあった政策を自ら考え，自主的・主体的に実施す
べきという中央政府の考え方の表れであると考えられる33。
その後の12月14日には第47回衆議院議員総選挙が行われ，同月24日に第三次安倍内閣が発足し
た。なお，石破地方創生担当大臣は留任となっている。その後27日には第 4 回創生会議が開催さ
れ，「まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）」が決定された34。ここでは，国の総合戦略の骨子
（案）の内容に加えて，地方六団体等が要望していた中央政府と自治体の役割分担や新タイプの交
付金創設，財源の確保等が明記された（まち・ひと・しごと創生本部 2014b）。同日には第 4 回創
生本部会合が持ち回りで開催され，国の総合戦略が決定された後に閣議決定となった35。
こうして，まち・ひと・しごと創生法を根拠とした国の総合戦略が策定されることとなった。国
の総合戦略の策定は，地方六団体や自治体首長，関係省庁，有識者等との意見交換・要望に応じな
がら，創生本部会合と創生会議を中心として議論が進められたものであった。その結果，国の総合
戦略では「地方の自立につながるよう地方自らが考え，責任を持って『総合戦略』を推進し，国は
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36 以下の地方創生推進交付金（仮称）と地方創生特別対策（仮称）の概要については，末宗（2016）p.163を
参照している。
伴走的に支援することが必要」という（まち・ひと・しごと創生本部 2014c7），中央政府と自
治体の役割分担が謳われることとなったのである。
この過程では，中央政府は自治体の自主的な取組みや政策アイディアを尊重し，一元的に支援す
るということを一貫して主張してきた。こうした考え方は，従来の地域経済・雇用対策や少子化対
策が，各地域の実態に合わない画一的手法や縦割り的な支援では成果が上がらなかったという反省
の上に立つものである（まち・ひと・しごと創生本部 2014c46）。他方，地方六団体や自治体
首長も，自治体が自ら考え，「地方創生」を自主的・主体的に推進できる仕組みを要望しつつ，中
央政府との役割分担及び連携・協力の必要性を強調していた。つまり，国の総合戦略は，自治体の
自主的な取組みや政策アイディアを尊重し支援する立場をとる中央政府と，地方の責任の下で，自
主性・主体性が発揮できる仕組みを構築したい地方六団体等の利益が一致した結果として生み出さ
れたのである。その結果，「地方創生」政策には，自治体が自己決定・自己責任の下に「地方創生」
の取組みを推進し，中央政府はそれを伴走的に支援するという政府間関係が構造化されることとな
った。
. ｢地方創生先行型交付金」の制度形成過程と政府間関係
（）「地方創生」をめぐる交付金と年度概算要求
前章で検討したように，「地方創生」政策の目標や基本的方向などを定めた国の総合戦略は，自
治体の自主的な取組みや政策アイディアの尊重・支援するという中央政府と，自主性・主体性が発
揮できる仕組みを構築したい地方六団体等の利益が一致した結果として策定されたのであった。つ
まり，国の総合戦略の形成過程を通じて，自治体の責任の下，自らが「地方創生」へ向けた政策を
企画・立案・実施し，中央政府はそれを伴走的に支援するという政府間関係が「地方創生」政策の
中に構造化されたのである。もっとも，こうした関係は，中央政府がどのように自治体を支援する
かという，より具体的な議論に至ると，異なった様相を呈してくることになる。その例のひとつと
して挙げられるのが，自治体において「地方創生」の政策実施を担保するための交付金の存在であ
る。これまでも，「地方創生」の系譜に連なる地域開発政策などでは，補助金による中央政府の統
制について多くの問題が指摘されてきた（井出 1963佐藤 1965河中 1967など）。そこで本章
では，「地方創生」政策の最初の交付金である「地方創生先行型交付金」の制度形成過程に焦点を
当てて，どのような政府間関係が構造化されていったかを分析していくことにしたい。
2014年 7 月25日に創生本部設立準備室が立ち上げられたことは既に述べたが，「地方創生」政策
の準備が進められるのと並行して，新藤義孝総務大臣兼地域活性化担当大臣が，地域の責任と創意
による地方創生を推進する観点から，地方創生推進交付金（仮称）と地方財政措置として地方創生
特別対策（仮称）のプランを提示した36。地方創生推進交付金（仮称）は，地方版総合戦略に盛り
―  ―
37 国と地方の協議の場（平成26年度第 2 回）議事録の p.5 を参照。この他，古口達也全国町村会副会長（栃木
県茂木町長）や佐藤全国市議会議長会会長からも同様の趣旨の発言がなされている。同議事録の pp.67 を
参照。
込んだ事業のうち，少子化対策や雇用の確保を中心とするソフトの地方単独事業とそれに直接関連
するハード事業を対象とするものである。その交付率は二分の一で，年少者人口等の客観基準に基
づき交付し，規模は2,000億円（国費）を 5 年間継続するというものである。また，地方創生特別
対策（仮称）は，地方財政計画に歳出（地域の元気創造分，人口減少特別対策分）を計上し，地方
交付税で 1 兆円を配分するというものであった。
こうした中央政府のプランに対して，地方側の反応は迅速であった。8 月27日に自民党総務部会
において，地方六団体から2015年度の予算要求に向けて要望がなされたことは既に述べたとおり
である。交付金については，◯地方の創意工夫を最大限活かす観点から，各省の細かい補助金の寄
せ集めではなく，地域の実情に応じ資金を効果的に活用できる包括的な交付金を大胆な規模で設け
ること，◯この交付金は，少子化対策，農林水産業の振興，起業や中小企業支援等による雇用の場
の確保など地方創生・人口減少克服のための幅広いソフト事業に活用できるようにすること，◯上
記に加え，地域の実情に応じたきめ細かな施策を可能とする観点から，地方創生・人口減少の克服
のための歳出を地方財政計画に計上し，地方交付税を充実すること，が要望されている（地方六団
体 2014a）。
こうした地方六団体の要望を受けて，新藤総務大臣兼地域活性化担当大臣の指示により，内閣府
において「必要に応じ追加要求するもの」として，「地方の創生と人口減少の克服について，総合
的に推進するための交付金」の概算要求が行われることとなった（末宗 2016163）。
（）「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」の閣議決定
内閣改造後，創生本部会合及び創生会議において国の総合戦略の内容が検討され始める中，先述
のとおり 9 月24日には第 1 回地方創生担当大臣と地方六団体の意見交換会が行われた。また，同
日，地方六団体は菅内閣官房長官，総務省政務三役（高市総務大臣，二之湯副大臣，あかま政務官）
とも面談し，「地方創生」の推進に向けて，幅広いソフト事業に活用できる包括的な交付金等を要
望している（地方六団体 2014b）。
加えて，10月21日に開催された国と地方の協議の場（平成26年度第 2 回）において，地方六団
体からは「地方創生の推進に向けて」として，地方が自立して地方創生・人口減少対策を実現でき
る財源の確保について要望を行ったことは既に述べたとおりである（地方六団体 2014c）。この場
でも，森全国市長会会長から「やはり自由度の高い財源，まち・ひと・しごと創生推進交付金と勝
手に名前を付けさせていただいておりますが，そういったものに対する要望も非常に強いものがご
ざいます」と自由度の高い包括的な交付金が要望された37。
9 月29日に召集された第187回国会（臨時国会）において「まち・ひと・しごと創生法案」が審
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38 第187回衆議院本会議における安倍首相の発言による。同会議録第 5 号の p.6 を参照。
39 第 2 回創生会議議事要旨の p.8 を参照。
40 閣議決定「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」別紙の p.5 を参照。
議される中で，新型交付金についての質疑も行われている。そこでは，地方の主体的な取り組みを
基本とする観点から，◯個別補助金のように，使用目的を狭く縛るということはしないこと，◯効
果の高い政策を集中的に実施するため，地方自らが客観的な分析に基づき政策目標を設定し，政策
目標の達成に向けた厳格な効果検証も行うこと，◯やる気のある地方の提案を競い合うことを前提
に，必要な支援策を検討していくということが示された38。
また，10月31日に開催された第 2 回創生会議では，伊東倉敷市長から「地方としていろいろな
施策をやるときに原動力になる，まち・ひと・しごと創生交付金などの包括的な交付金を導入し，
ぜひ来年度から地方で使っていただけるようにご配慮をお願いしたい」との要望が出されている39。
11月12日には第 2 回地方創生担当大臣と地方六団体の意見交換会が行われ，地方六団体は，「地方
では，人口減少対策や地方創生のための施策を地域の実情に応じて，かつ速やかに実行するため平
成27年度予算編成に向けて地方の創意工夫を最大限に活かす観点から，各省の細かい補助金の寄
せ集めではなく，地方が自立して資金を効果的に活用できる包括的な交付金『まち・ひと・しごと
創生推進交付金（仮称）』等を平成27年度から継続的に大胆な規模で設けること」を要望しており
（地方六団体 2014d），一貫して自由度の高い包括的な交付金が強く求められていた。
その後，予算編成プロセスにおいて，新型交付金は2015年度当初予算での実現は見送られたも
のの，石破地方創生担当大臣のリーダーシップにより2014年度補正予算において措置がなされ，
実質的に2015年度において事業執行が確保されることとなった（末宗 2016164）。すなわち，12
月27日に閣議決定された「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」において，地方創生に向
けた国の総合戦略の先行的実施という位置づけで，「地域住民生活等緊急支援のための交付金（仮
称）［地方創生先行型］」が盛り込まれることになったのである40。
（）「地方創生先行型交付金」に対する KPI と PDCA
「地方創生先行型交付金」が設けられた趣旨は，国の総合戦略策定によって「地方創生」にむけ
て講ずるべき施策が示されたことを踏まえ，地方版総合戦略の早期かつ有効な策定と，これに関す
る優良施策の実施に係る自治体の自由な取組みを支援するというものである（末宗 2016164）。
2015年 1 月 9 日には，「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」のための2014年度補正予算が
閣議決定され，地方創生先行型交付金の規模は1,700億円とされた。
地方創生先行型交付金は，◯基礎交付分（1,400億円）と◯上乗せ交付分（300億円）に大きく
分類することができる（表 31）。基礎交付分については，人口や財政力指数等の客観基準を基に，
地方版総合戦略を策定する全自治体に交付することとされた（末宗 2016165）。また，基礎交付
分の申請にあたっては，実施計画において「交付対象事業の名称」や「事業の概要（目的）」だけ
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41 ただし，地方版総合戦略策定のための調査委託は除くとしている。
42 「平成26年度 地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金（地方創生先行型）実施計画記載要領」を参照。
表 地方創生先行型交付金の概要
地方創生先行型
1,700億円
基礎交付
1,400億円
1. 都道府県及び市町村の配分比 46
2. 以下の点を踏まえ，交付
◯ 地方版総合戦略策定経費相当分として 1 都道府県2,000万円，1 市町村
1,000万円は確保
◯ 人口を基本としつつ，小規模団体ほど割増
◯ 財政力指数
◯ 就業（就業率），人口流出（純転出者数人口比率），少子化（年少者人口
比率）の状況に配慮（現状の指標が悪い地域に配慮）
上乗せ交付
300億円
以下の点を踏まえ，交付
◯ 政策 5 原則等からみた事業等の内容（メニュー例への対応を含む）
◯ 地方版総合戦略の策定状況
出典まち・ひと・しごと創生総合戦略及び地域住民生活等緊急支援のための交付金に関する説明会（2015
年 1 月 9 日）の資料 5「地域住民生活等緊急支援のための交付金の概要」を参照。
ではなく，「本事業における重要業績評価指標（KPI)41」や「効果検証の方法，時期及び体制」等
についても記載することが求められている42。
上乗せ交付分については，さらに◯タイプ（先駆的事業に取り組む自治体を対象とするもの）
と◯タイプ（2015年10月末までに地方版総合戦略を策定した自治体を対象とするもの）に細分
される。
タイプは，「1,400億円の基礎交付分と異なり，先駆的事業を対象とするという新たな発想に立
った交付金」であり（末宗 2016164），一自治体当たり，都道府県は 3～5 億円，市区町村は 3
～5 千万円を目安としていた。対象となる事業分野は，原則として◯人材育成・移住分野，◯地域
産業分野，◯農林水産分野，◯観光分野，◯まちづくり分野であるが，どのような分野の事業を対
象とするのか，どのような手法によって実施するか等については，各自治体の自主性・主体性に委
ねられている。一方で，◯関連する施策をパッケージ化し，利用者から見てワンストップ化を目指
すものであること（政策間連携），◯広域にわたる複数の自治体が，適切に連携して同一事業を実
施するものであること（地域間連携），◯民間事業者や NPO 等との官民協働により，事業の継続
性，経済的な自立性を目指すものであること（官民協働），◯有効な事業実施体制を伴うものであ
ること（事業推進主体の形成）等の先駆性を有し，他の自治体の参考となる事業が対象となってい
る。また，◯ RESAS 等客観的なデータやこれまでの類似事業の実績評価に基づき事業設計がなさ
れていること，◯事業の企画・実施にあたり地域における関係者との連携体制が整備されているこ
と，◯重要業績評価指標（KPI）が，原則として成果目標（アウトカム）で設定され，基本目標と
整合的であり，その検証と事業の見直しのための仕組み（PDCA）が整備されていることが，申請
の要件とされた（内閣府地方創生推進室 2015a12）。
タイプは，2015年10月末日までに，地方版総合戦略を策定した自治体を対象とするものであ
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り，1 団体当たり1,000万円を上限としていた。申請にあたっては，◯原則としてアウトカムベー
スによる適切な重要業績評価指標（KPI）の設定，◯外部有識者等を含めた検証機関による重要業
績評価指標（KPI）の検証，◯地方版総合戦略の策定・見直しのための住民や産官学金労言等との
連携体制等の整備，という点を満たす地方版総合戦略を策定することが，申請の要件とされた（内
閣府地方創生推進室 2015b12）。
このように，創設された地方創生先行型交付金は，地方六団体や自治体首長が実現を強く求めて
きた自由度の高い交付金である一方，地方版総合戦略の策定，アウトカムベースによる重要業績評
価指標（KPI）の設定や検証のための仕組み（PDCA）を整備することが自治体に義務付けられて
いる。交付金の新設にあたっては，地方六団体や自治体首長は一貫して自由度の高い包括的な交付
金を要望していた。また，中央政府も「地方創生」政策の推進にあたっては，自治体の自主的な取
組みや政策アイディアを尊重・支援する姿勢をとっていたことから，個別補助金のように，使用目
的を狭く縛るということはしないという考えであった。その結果，地方六団体等が実現を強く求め
てきた自由度の高い交付金が実現したのである。
しかしながら，自由度の高い包括的な交付金は，バラマキとの批判を受けやすい。中央政府は，
自治体の自主的な取組みや政策アイディアを尊重して，自由度の高い包括的な交付金を用いようと
するほど，バラマキとの批判を受けやすくなるというジレンマに陥る。そこで国の総合戦略におい
ては，バラマキを「財源が限られている中，効果検証を客観的・具体的なデータに基づいて行う仕
組みが整っていない施策」と定義し（まち・ひと・しごと創生本部 2014c4），「明確な PDCA
メカニズムの下に，短期・中期の具体的な数値目標を設定し，政策効果を客観的な指標により検証
し，必要な改善等を行う」必要性が強調された（まち・ひと・しごと創生本部 2014c6）。その
結果，地方創生先行型交付金の対象となる事業内容や手法については，自治体の自由度が高まった
一方で，制度枠組みや手続きについては中央政府が強い統制を残す形になったのである。つまり，
自治体の自主的な取組みや政策アイディアを尊重した財政支援をしつつも，バラマキという批判を
避けたい中央政府と，自由度の高い包括的な交付金を要望する地方六団体等との折衷案として生み
出されたものが地方創生先行型交付金であった。
おわりに
本稿の目的は，中央政府における「地方創生」の政策過程を事例として，2000年分権改革後の
政府間関係の一側面を描き出すことである。そのために，主に国の総合戦略と地方創生先行型交付
金の形成過程に焦点を当てて考察を行ってきた。そこでは，「地方創生」政策において，中央政府
と自治体がどのような役割をどのように担うかをめぐって，それぞれの利益の一致や妥協を見出す
ことができた。
国の総合戦略の形成過程においては，中央政府は自治体の自主的な取組みや政策アイディアを尊
重し，一元的に支援するという立場をとっていた。他方，地方六団体や自治体首長も，自治体が自
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43 これは，中央政府の役割として「準則に関する事務」を認める一方で，自治体が「企画・立案から実施まで
を一貫して担う」という「企画機能の国・地方二元論」であると同時に（小泉 20114344），「国の役割限
定論」でもあると整理されている（金井 20072027）。
ら考え，「地方創生」を自主的・主体的に推進できる仕組みを要望していた。その結果，自治体が
自ら考え，責任をもって「地方創生」の取組みを推進し，中央政府はそれを伴走的に支援するとい
う政府間関係が構造化されていった。特徴的なのは，従来のような各府省の縦割りの支援ではな
く，地方創生担当大臣を中心として内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局と内閣府地方創生
推進事務局が一元的に自治体を支援するという体制が構築された点である。加えて，自治体の自己
決定・自己責任のもと政策を推進し，中央政府がそれを支援するという関係は，1990年代に登場
した「役割分担論43」を踏まえたものであり，2000年分権改革の成果であるとも言えよう。
しかしながら，そもそも「地方創生」政策は，内閣府の強いイニシアティブによって政策過程の
俎上に載ったものである。にもかかわらず，中央政府ではなく自治体が「地方創生」の推進主体と
位置づけられたことは，政府間関係において何を意味するのであろうか。
「地方創生」が対象としているのは，「人口急減・超高齢化」という未曾有の国家的課題である。
したがって，「地方創生」という政策課題の提起は，課題解決に失敗すれば非難され，責任追及を
受ける可能性を大いにはらんでいる。そこで中央政府は，そうした解決困難な課題に対して，自治
体に授権，権限移譲，委任などをすることで，責任転嫁を図ろうとすることが可能である（金井
20143132）。実際，国の総合戦略においても「地方の自立につながるよう地方自らが考え，責
任を持って『総合戦略』を推進」するとされており（まち・ひと・しごと創生本部 2014c7），
自主的な取組みや政策アイディアの企画・立案・実施を自治体の主体性に任せている。これは，自
治体の自主性・自立性の尊重という分権的な考え方とも整合性が取れるものであり，自治制度官庁
たる総務省の利益に反するものでもない。したがって，国の総合戦略の形成過程を通じて構造化さ
れた政府間関係は，「人口急減・超高齢社会」という未曾有の国家的課題に対する中央政府の自治
体への責任転嫁という側面を有していると言えよう。
自治体の「地方創生」への財政支援をめぐっても，中央政府は自治体が自らの知恵で考え，工夫
して生み出した自主的な取組みや政策アイディアを尊重する立場をとっていた。その結果，地方六
団体等が実現を強く求めてきた自由度の高い地方創生先行型交付金が実現したのである。しかしな
がら，地方創生先行型交付金は，対象となる事業内容や手法について自治体の自由度が高まった一
方で，地方版総合戦略の策定，KPI の設定や効果検証の方法といった制度枠組みや手続きについ
て，中央政府の強い統制を残すものとなった。そうした統制手段を残すことによって，中央政府は
地方創生先行型交付金がバラマキであるという批判・非難を回避しようとしたのである。
結論するに，「地方創生」政策の中に構造化されていった政府間関係は，自治体が自己決定・自
己責任の下に「地方創生」の取組みを推進し，中央政府はそれを支援しようというものである。し
かし同時に，こうした政府間関係は，中央政府の責任転嫁・非難回避の上に成立しているものであ
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り，言い換えるならば，自治体への責任転嫁を前提とした政府間関係である。したがって，「地方
創生」をめぐる政府間関係は，潜在的に中央政府と自治体との緊張・対立関係を内在するものであ
ったと言うことができよう。
そして，このようにして構造化された関係が，その後の政策実施過程における政府間関係を規定
していくことになる。「地方創生」政策の実施過程は，自治体における人口ビジョンや地方版総合
戦略の形成・実施の過程でもある。2015年 1 月 9 日からは地方創生先行型交付金の自治体向け説
明会が開始され，2015年度からは，それぞれの自治体が地方版総合戦略の策定に着手しはじめる
こととなった。「地方創生」の政策過程が進展に伴って，緊張・対立関係を内在した政府間関係は
どのように変化し，どのような問題を生じさせていったのであろうか。稿をあらためて検討してい
きたい。
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